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For the accuracy of estimating seismic response displacement in Limit Response 

Displacement Design (equivalent linearization method analysis), it is important 

to accurately determine the relationship between lateral resistance force and the 

lateral displacement of buildings. Lateral resistance force can be estimated with 

a high degree of accuracy, as there is a track record of calculating allowable stress 

and ultimate lateral strength. On the other hand, various methods for estimating 

lateral displacement have been proposed for RC structural members, but 

verification of their accuracy is not enough. In addition, methods for estimating 

yield displacement of buildings consisting of many structural members, which is 

the key to equivalent linearization analysis, are not established with engineering 

meaning. The authors have been working on proposing the yield point of members 

and the yield point of the structure. As part of these efforts, in October 2020, a 

shaking table experiment was conducted on a 5-story RC building by the full-scale 

three-dimensional seismic destruction experiment facility (E-Defense) owned by 

the National Research Institute for Earth Science and Disaster Prevention. This 

paper describes the verification of a method for estimating the yield displacement 

of a building consisting of many members, and its application to the seismic 

design of RC buildings. 

Keywords: Limit Response Displacement Design, Yield displacement of buildings, Shaking table test, 

Full-scale 5-story RC building 

１． はじめに 

 我が国における耐震設計は、1923 年関東大地震の被

害を受け1924年に市街地建築物法に制定された許容応 

力度設計 1)から始まり、1981年には建築物の保有水平耐 

力を確認する保有耐力計算１)、2000年に建物の地震時応

答変位を検討する限界耐力計算１)が制定された。これら

の設計法と並行して地震時の応答を直接応答計算で検
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証する動的耐震設計も高さ 60m を超える建物を主対象

として耐震設計に利用されてきた。 

 許容応力度設計による耐震設計では小さな外力（標準 

せん断力係数C0=0.2）に対して構造部材に生じる応力度

が材料、解析、外力などの様々なバラツキに対する安全

率を考慮した許容応力度以下になることを確認する設

計法であり、地震力が設計で想定した大きさを超えた場

合には、脆い破壊を生じることが多かった。建物の耐力

で地震に抵抗する設計法の限界である。それを防ぐため

に導入制定されたのが保有水平耐力計算である。設定し

た地震力を超えた場合には、建物を構成する部材の変形

能力（靭性能力）により地震エネルギーを吸収し、脆い

倒壊を防ごうとする設計法である。しかし、この設計法

では、各構造部材が地震エネルギーを吸収する、すなわ

ち損傷を受けることを容認しているため、建物の施主と

設計者の認識の違いが生じた。大地震後の建物の継続使

用が困難であることが 1995年兵庫県南部地震の被害で

顕在化した。これを受け、大地震時の建物の応答変形が

どの程度でどれくらいの損傷を受け、復旧にはどれくら

いの費用と時間を要するのかを明示する設計法（性能規

定型設計法）が求められ、それに答える形で限界耐力計

算が制定された。 

 限界耐力計算による地震応答変位の推定精度は、建物

の水平抵抗力と水平変位の関係（Q- δ関係）をいかに

精度よく求めるかが重要である。水平抵抗力は、これま

での許容応力度計算、保有水平耐力計算での実績があり、

かなりの精度で推定できるようになってきた。一方、水

平変位（降伏変位ならびに終局変位）は、部材に対する

様々な推定方法が提案されてきたが、その精度の検証は

不足している。また、多くの部材からなる建物の特に限

界耐力計算の肝となる降伏変位の推定は非常に重要で

あるにもかかわらず工学的な裏付けがないまま、Q-δ曲

線を2折れ線や3折れ線に近似した際の第1折れ点、第

2折れ点として評価されてきた。 

 国土交通省建築基準整備促進事業「S30.鉄筋コンクリ

ート造の限界耐力計算における応答変位の算定精度向上

に向けた建築物の振動減衰性状の評価方法の検討」にお

ける「鉄筋コンクリート造建築物の限界耐力計算における

応答低減係数評価にかかわる降伏点評価に関する調査」

調査委員会（委員長：中部大学教授勅使川原正臣）は，平

成 30年度より令和 2年度までの 3年間の計画で，1. 部

材実験データベースによる検証，2. 部材実験による検証，

3. 動的解析による検証，4. 等価線形化法解析による検証，

5. 架構の振動実験，を通じて部材の降伏点と架構の降伏

点の提案による減衰の精緻化に取り組んできた。 

これらの一環として令和2年10月，国立研究開発法人防

災科学技術研究所が保有する実大三次元震動破壊実験

施設（E-ディフェンス）において5階建てRC造建物の振 

写真１ 5階建てRC造建物振動実験試験体全景 

 

動台実験を行った。本稿では、多くの部材からなる建物

の降伏変位の推定方法の検証結果を紹介する。 

 

２． 限界耐力計算の概要と実験の目的 

限界耐力計算は、1自由度系の応答スペクトルと建物

の1自由度系に縮約した水平力（せん断力係数）と等価

な高さにおける変位を用いて地震時の応答を推定する 

計算方法である。 

 図１ 限界耐力計算の変位推定の図 11) 

 

図１の実線Aは建物の水平変位（横軸）とせん断力係

数（縦軸）の関係を示している。これを建物の性能曲線

と呼ぶ。想定した地震の応答は線Bとなる。これを地震

応答の要求曲線と呼ぶ。要求曲線は建物の減衰性状に応

じて小さくなる。地震による建物の応答は，性能曲線と

要求曲線の交点として推定され，性能曲線が要求曲線を

上回るようにするのが限界耐力計算である。建物の減衰

は建物の一部に降伏（損傷）が生じ始めると大きくなる。

その降伏に応じて生じる減衰を評価する基準となるの

が建物の降伏点である。多くの構造部材からなる建物の

降伏点をどのように定めるか重要であり、この後に紹介

する実験の最大の目的である。 
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３．試験体概要 

試験体は地上 5 階建て RC 造の純ラーメン架構（寸法

縮尺率 0.8）とした｡ただし，スラブ厚は，相似則による付加

重量を合わせるために 200mm とした。基礎梁は全長を

振動台に固定したため 1 階柱脚は固定端となる。試験体

の全景を写真 1 に，基準階伏図を図 1 に，加振方向軸組

図を図 2 に，はり・柱の断面リストを図 3、図 4 に示す。な

お，コンクリート圧縮強度は軸組図に，鉄筋強度は断面リ

ストに記した。主筋の定着と継手は機械式とし，せん断補

強筋は溶接閉鎖型とした。 

また，試験体の計画にあたり，災害拠点建築物の設計

目標と応答変形（大地震後に構造躯体に機能継続に支障

となるような損傷が生じないこと）について考慮し，外周に

は部材せいを大きくした剛性の高い柱はりを配置し，国土

交通省国土技術政策総合研究所研究成果資料第1004号

「災害拠点建築物の設計ガイドライン（案）」2)に定められる

耐震ランク IIの計画とした。耐震ランク IIは，大地震後に

大規模の補修を必要とする損傷が生じない状態に留める

設計であり，全体崩壊形のみ許容し被害は小破以下でひ

び割れ幅2mm程度以下を目標としている。具体的には、

ベースシア係数0.4に達する時点の各層の最大層間変形

角 1/200 以下，部材塑性率 2以下を確認するか，限界耐

力計算または時刻歴応答解析による場合は各層の最大層

間変形角1/133以下とするものである。 

非構造部材は 1F と 5F に電気通信設備を，2F には

ALC壁を，4Fには石膏ボード壁を設置した。 

図１ 基準階（２F~5F）伏図 

 

図2 加振方向軸組図 

 

図３ 大梁断面リスト 

 

図４ 柱断面リスト 

 

 図５ 試験体の推定応答値 

 

図５に本試験体の設計時の推定応答値を示す。 

要求曲線は、第二種地盤Gs とした告示で規定されてる応

答スペクトルである。試験体の性能曲線は、増分解析から
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青線のようになる。これを面積等価のバイリニアに置換し

する。バイリニア置換した「性能曲線」と「要求曲線」の交点

が推定応答点として求まる。このとき、履歴減衰の係数は

γ1＝0.25としている。算定結果は降伏変形47mm，塑性率

Df＝2.42，推定応答値=121mmである。 

 

4. 実験結果3) 

４．１ 最大応答 

表１に，観察された地震動入力と応答結果を示す。

いずれの加振でも2層で最大応答層間変形角が生じ，X

軸方向を正方向とすると，R1加振では-1/384 rad.，R2

加振では-1/99 rad.，R3加振では+1/60 rad.，R4加振

では+1/51 rad.であった。 

４．２ 固有周期 

各加振後に行ったホワイトノイズ加振において，最上

階のフーリエスペクトルのピーク値から求めた固有周

期の推移を図６ に示す。入力レベルの増加に伴い固有

周期は増大し，R4 加振後には加振前の周期(Init.)の2 

倍（剛性で1/4）程度になった。 

４．３ 層せん断力－層間変形角関係 

図７に各加振における各層の層せん断力－層間変形

角関係を示す。加力方向はX3 方向を正とする。図７ 

中には，解析ソフトSNAP による静的増分解析結果も黒

色破線で示す。解析においては，基礎梁を含めた柱梁

部材について，材料非線形を考慮してモデル化した。

梁端には単軸ばねモデルを，柱端にはマルチスプリン

グモデルを用いた。梁の降伏耐力の算定においては，

上端引張となる部材端において，全スラブ筋を考慮し

1)，計測フレーム等の積載物の重量は各階の節点に等

分配した。1 階の各柱脚はピン支持とし，Ai 分布により漸

増載荷を行った。 

図７より，R1 加振ではひび割れ発生に伴う若干の剛

性低下が下層階において見られ，R2 加振では多くの部

材で主筋降伏が生じ（文４） の主筋降伏図参照），大幅に

剛性が低下した。最大応答層間変形角は2 階，1 階，3 

階の順で大きくなった。R3 加振およびR4 加振では概

ね最大耐力を維持しながら変形がさらに進行した。各階と

も，変形が大きくなっても比較的大きなループを描いてお

り，既往の実験で見られるような顕著なスリップ形状は見ら

れなかった。静的増分解析結果は，剛性が急減するR2 

加振までは実験結果の包絡線を概ね再現したが，その後

の加振で見られた耐力上昇は再現できなかった。この違

いは，加力に伴い外力分布形が変化することや，静的増

分解析で考慮されない梁の主筋降伏に伴う伸びにより，梁

の軸力が増大したことが要因として考えられる。 

 

４.４ 外力分布形 

各加振の正負方向における最大応答変形時の外力分

布を図８に示す。図中には最大応答変形時とベースシア

が一致するときのAi 分布形も併せて破線で示す。最大応

答変形時の外力分布は，変形が小さい場合には比較的Ai 

分布形に近いものの，変形の進行に伴い高さ方向に等分

布に近い形状に移行し，Ai 分布形との差が増大した。こ

れは，塑性化により，2 階の最大応答変形が最も大きくな

ったためであると言える。 

 

図６ 各加振後のホワイトノイズ加振から求めた固有

周期の推移 

 

 

表１ 実験における入力・応答のまとめ 

入力 応答 

Name Level QB CB 
δmax 

1F 2F 3F 4F 5F 

R1 60 % 2344 0.52 1/416 1/384 1/526 1/909 1/1724 

R2 100 % 4013 0.88 1/126 1/99 1/136 1/256 1/625 

R3 125 % 4173 0.92 1/67 1/50 1/60 1/101 1/250 

R4 125 % 4271 0.94 1/60 1/51 1/64 1/104 1/227 

Amax: Maximum Acceleration [m/s2], Vmax: Maximum Velocity [m/s], QB: Maximum Base Shear Force [kN], CB: Base Shear 

Coefficient, δmax: Maximum Deflection Angle 
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５． 降伏変形評価手法の提案５） 

縮約系の履歴減衰について，性能曲線を二折れ線もし

くは三折れ線に近似して降伏点を定め，それに基づいて

求めた塑性率を用いて式(1)により求める簡便手法1，およ

び，部材の履歴減衰定数を足し合わせる精算法，がある。 

ℎ𝑒𝑞 = 𝛾(1 − 1 √𝜇⁄ )       (1)  

前二手法は，最大応答点までのポテンシャルエネルギ

ーを近似前後において等価にするものの，評価された降

伏点から式(1)に示す履歴吸収エネルギーが生じる保証

はない。後者は，部材間の降伏時期（塑性率）の違いを考

慮して比較的実状に応じた履歴減衰を評価できるものの，

等価線形化法の実施が比較的煩雑になり，また，建物の

損傷程度や安全性と一般に関連づけられる塑性率を定め

られない。ここでは、以上の既往手法の課題を解決し得る

降伏変形評価手法を提案している。 

 

５．１ RC 造建物の降伏変形評価手法の提案 

提案評価手法の工学的背景 

建物は履歴減衰機構である複数の部材端を有し，それ

らは必ずしも同時に減衰を開始しない。よって，それらの

履歴減衰性状を反映した精算法のℎ𝑒𝑞 ′（式(2)，部材の履

歴減衰定数を足し合わせる精算法、式(1)の縮約系のℎ𝑒𝑞

と区別するためにダッシュ付きで示す）と，それを1 つの

履歴減衰機構に代表させて（すなわち1 つの塑性率を用

図７ せん断力と層間変位の関係 

図８ 各加振における外力分布形 
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いて）簡便に評価するℎ𝑒𝑞（式(1)）について，任意の変形時

点で一致させる降伏点は一般に存在しない。 

ℎ𝑒𝑞′ =
∑ ℎ𝑒𝑞_𝑖∙𝑊𝑖

𝑛𝑦
𝑖=1

∑ 𝑊𝑖
𝑛
𝑖=1

   (2)  

ここで，各記号の意味は文6) を参照されたい。 

仮にある点においてℎ𝑒𝑞 = ℎ𝑒𝑞 ′を満足しても，その後も同 

様のエネルギー吸収性状が得られる保証はない。例えば

，降伏変形時点でℎ𝑒𝑞 = ℎ𝑒𝑞 ′となるように降伏点を定めた

としても，ℎ𝑒𝑞 (𝜇 = 1) = 0である一方でℎ𝑒𝑞 ′ = 0を満たすの

は最初の部材端ヒンジ形成までの任意時点であり，その

点において十分な履歴エネルギー吸収が開始されてい

るとは言い難い。 

そこでここでは，履歴減衰の勾配に着目し，ℎ𝑒𝑞とℎ𝑒𝑞 ′の

降伏点（𝜇 = 1）における勾配が等しくなる（図９および式

(3)）ことを仮定して降伏点を評価する手法を提案して

いる。 

[
𝑑ℎ𝑒𝑞

𝑑𝜇
=

𝑑ℎ𝑒𝑞′

𝑑𝜇
]
𝜇=1

     (3) 

 

 履歴減衰の勾配が等しいとは，単にその絶対値が等しい

場合（先述）とは異なり，履歴減衰が同様に増大することを

意味する。降伏点におけるその勾配が等しくても任意時

点で同等の減衰性状となる保証はないものの，全体降伏

形を目指して設計され，式(1)の適用が妥当な建物であれ

ば，概ね同様の減衰性状を期待し得ると考えられる。 

導入仮定 

評価手法の導出にあたり，仮定(a)～(e)を導入する。 

(a)履歴吸収エネルギーおよびポテンシャルエネルギー

は，各部材端のモーメントと回転角により生じる。 

(b)各部材端ヒンジのエネルギー吸収は降伏点から生じ（

降伏点までは0），降伏後のモーメントは一定である。 

(c)縮約系および部材端ヒンジi のℎ𝑒𝑞 (𝜇)およびℎ𝑒𝑞_𝑖 (𝜇𝑖 )

に対し，縮約系の降伏変形（𝜇 = 1）では式(4)を近似でき

る。 

 [ℎ𝑒𝑞_𝑖(𝜇𝑖) ≪
𝑑ℎ𝑒𝑞_𝑖(𝜇𝑖)

𝑑𝜇𝑖
]
𝜇=1

  (4)  

𝜇 = 1においては，式(4)の左辺は𝜇𝑖も1 に近いため0 に

近く，一方で右辺は例えば式(1)では𝛾/2である。 

(d)各部材端i の履歴減衰定数ℎ𝑒𝑞_𝑖の傾きは，縮約系の

降伏変形（𝜇 = 1）では部材端によらず等しいと近似でき

る。 

(e)縮約系の降伏変形（𝜇 = 1）では式(5)を近似できる。 

∑ 𝑊𝑖(𝜇𝑖)
𝑛
𝑖=1 |𝜇=1 ≅ ∑ 𝑊𝑦𝑖

𝑛
𝑖=1      (5)  

ここで，𝑊𝑖 (𝜇𝑖 ) [kNm]および𝑊𝑦𝑖 [kNm]は部材端iの塑

性率𝜇𝑖のときおよび降伏時点のポテンシャルエネルギー

を，𝑛はメカニズム時にヒンジに至る部材端の数を，それぞ

れ表す。 

同式は，全部材端が一斉に降伏する場合に等式となり，

一般的な架構でも部材間で極端な降伏タイミングのばら

つきが無い限り概ね成立する。 

 

図９ 提案評価手法における仮定 

 

提案手法の導出 

以上を踏まえ，縮約系の降伏変形の評価手法を導出す

る。導出においては，式(2)を変換する。部材端i のポテン

シャルエネルギー𝑊𝑖は仮定(a)および(b)を用いると式(6)

により表されるため，同式を式(2)に代入すると式(7)が得ら

れる。 

𝑊𝑖(𝜇𝑖) =
1

2
𝑀𝑦𝑖𝜃𝑖(𝜇𝑖) =

1

2
𝑀𝑦𝑖𝜃𝑦𝑖

𝜃𝑖(𝜇𝑖)

𝜃𝑦𝑖
=

𝑊𝑦𝑖𝜇𝑖                       (6) 

ℎ𝑒𝑞′ =
∑ ℎ𝑒𝑞_𝑖∙𝑊𝑦𝑖𝜇𝑖

𝑛𝑦
𝑖=1

∑ 𝑊𝑖
𝑛
𝑖=1

            (7)  

ここで，𝑀𝑦𝑖 [kNm]および𝜃𝑦𝑖 [rad]は部材端i の降伏時

におけるモーメントおよび回転角を，𝜃𝑖 (𝜇𝑖 ) [rad]はその

塑性率𝜇𝑖のときの回転角を，それぞれ表す。 

式(7)の両辺を架構の塑性率𝜇で微分し，架構の降伏点（

𝜇 = 1）のときを考えて仮定式(4) を適用し，それを式(3)に

代入すると式(8)が得られる。 

 

[∑
𝑊𝑦𝑖

∑ 𝑊𝑦𝑖
𝑛
𝑖=1

𝑑ℎ𝑒𝑞_𝑖(𝜇𝑖)

𝑑𝜇𝑖
𝑑ℎ𝑒𝑞(𝜇)

𝑑𝜇

𝑑𝜇𝑖

𝑑𝜇

𝑛𝑦

𝑖=1
]

𝜇=1

= 1    (8)  

さらに，架構と部材端のポテンシャルエネルギーの関

係式(9)に，各部材端の履歴減衰定数を用いて表した式

(10)を先述と同様に微分し，架構の降伏点（𝜇 = 1）のときを

考えて仮定式(4)および仮定(d)を用いると式(11)を得る。

∆𝑊𝑖(𝜇) = ∑ ∆𝑊𝑖

ｎ

𝑖=1
(𝜇𝑖)  (9)   

{∑ 𝑝𝑗
𝑛
𝑗=1 𝛿𝑗} ℎ𝑒𝑞_𝑖(𝜇𝑖) = {∑ 𝑊𝑖

𝑛
𝑖=1 (𝜇𝑖)ℎ𝑒𝑞_𝑖(𝜇𝑖)} 

(10) 

7



[
 
 
 
𝑑ℎ𝑒𝑞

𝑖
(𝜇𝑖 )

 𝑑𝜇𝑖

𝑑ℎ𝑒𝑞 (𝜇)
𝑑𝜇

≅ ∑ 𝑝𝑗

𝑛

𝑗=1
𝛿𝑗/  ∑ 𝑊𝑖

ｎ

𝑖=1
(𝜇𝑖)

]
 
 
 

𝜇=1

 

 (11)  

式(8)に式(11)および仮定式(5)を代入すると式(12)が得ら

れる。 

 

∑ {
𝑊𝑦𝑖

∑ 𝑊𝑦𝑖
𝑛
𝑖=1

𝑑𝜇𝑖

𝑑𝜇
|
𝜇=1

}
𝑛𝑦

𝑖=1
= 1  (12)  

同式は，「各部材端ヒンジのポテンシャルエネルギーの寄

与分」と，「縮約系の単位塑性率変化に対する各部材端ヒ

ンジの塑性率変化」の積について，降伏ヒンジに関して足 

し合わせた値が1 になるように降伏変形𝛿𝑦（すなわち塑

性率𝜇 = 𝛿/𝛿𝑦）を評価することを表す。 

図１０ 各手法による減衰定数と実験値 

 

５．２ 提案手法の適用7) 

(1)降伏点および減衰の評価 

提案した降伏変形評価式(12)を用いて，本振動実験に

用いた5 層試験体の降伏変形を求める。同式の適用に必

要なパラメータは文6） で算定しているため，それらを用

いて同式を満たす降伏変形を求めるとSd = -64 mm と求

まる。これを用いて式(1)（𝛾 = 1/𝜋とする）により履歴減衰定 

図１１ 限界耐力計算結果の比較 

数を求め，さらに内部減衰1%を加えた結果を図１０に黒色

実線で示す。同図より，本提案手法による降伏変形を用い

た履歴減衰定数は，既往の精算法2)や折れ線化手法1) 

と同様に実験結果の下限包絡線を良好に捉えている。 

(2)限界耐力計算 

以上に求めた減衰定数を用いて行った限界耐力計算

結果を図１１に示す。算定においては，応答の正負の非対

称性を考慮し，これまでの議論とは異なり式(1)で𝛾 = 0.25 

とする。図１１では，性能曲線を黒色線により，各加振の実

最大応答および推定結果をそれぞれ△印および〇印に

より（色分けは加振レベルの違いを表す），同推定応答時

の減衰を用いた要求曲線を色つき実線により示す。同図

より，R1 加振（60%）では，コンクリートのひび割れに因る

減衰性状を計算では考慮していないためいずれの計算

結果も過大評価となっているものの，R2 加振（100%）～

R4 加振（125%-2）では，特に二折れ線化手法および提

案手法において概ね実験結果と整合している。ただし，折

れ線化手法の降伏点評価結果は最大応答点の定め方に

依存するため文７），その短所を改善したところに本提案手

法の優位性の一つがある。 

 

６． 構造設計法への適用性 

提案した架構の降伏変形評価手法をの構造設計法へ

の適用性について述べる。RC造部材の降伏変形評価は

文8）による。 

６．１ 部材の降伏変形評価 

部材の降伏変形評価手法は，既往の経験的回帰式と比

較し，力学的根拠に基づくとともに，評価精度も改善してい

る。さらに解析プログラムにも組み込むことが可能である。 

６．２ 架構の降伏変形評価 

提案された架構の降伏変形評価手法（式(1)，(12)），履

歴減衰定数の精算法（式(2)）および簡便法（折れ線近似手

法）との比較を表２にまとめる。 

ℎ𝑒𝑞 = 𝛾(1 − 1 √𝜇⁄ )     (1) 

∑ {
𝑊𝑦𝑖

∑ 𝑊𝑦𝑖
𝑛
𝑖=1

𝑑𝜇𝑖

𝑑𝜇
|
𝜇=1

}
𝑛𝑦

𝑖=1
= 1  (12)  

 

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0 50 100 150

D
a

m
p

in
g

 h

Representative disp. Sd [mm]

R1 (60%)

R2 (100%)

R3 (125%-1)

R4 (125%-2)

Eq.(3)+1% 

(𝛿𝑦=64 mm) 

Representative disp. S
d
 [mm] 

Eq.(3)+1% 

(𝛿𝑦=72 mm) 

Eq.(3)+1% 

(𝛿𝑦=58 mm) 

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0 50 100 150

Ductility Factor of Frame μ

Eq.(24)+1% 

(1)＋1% (1)＋1% 

2 折れせ

縁 

(1)＋1% 

(2)＋1% 

提案法 2 折れ線 

2 折れせ

縁 

3折れ線 
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ℎ𝑒𝑞 =
∑ ℎ𝑒𝑞_𝑖∙𝑊𝑖

𝑛𝑦
𝑖=1

∑ 𝑊𝑖
𝑛
𝑖=1

     (2)  

 

ここで使用される記号は文6)および文7）を参照されたい。

同表における「ヒンジ到達部材端」とは，架構のメカニズム

時にヒンジに達する部材端を示す。 

 図１２ 提案手法の適用手順 

 

本提案手法は，既往の精算法（表２の(1)）と簡便法（表２

の(3),(4)）の中間的な手法であり，前者と比べると減衰およ

び応答の算定が簡便であり，なおかつ降伏点を定めるた

め一般に損傷と関連づけて議論される塑性率を算定でき

る。後者と比べると履歴減衰性状を反映したより工学的根

拠に基づく手法であり，さらに最大応答点に依存せず一

意に降伏変形を定めることができる。 

 

６．３ 実務設計における提案手法の適用手順 

提案手法を設計実務で適用するための手順を図１２に

示す。降伏変形評価においては，静的増分解析結果に基

づいて部材端の𝑊𝑦𝑖およびμiを算定し，それらと縮約系

の降伏変形を仮定して算定されるμ を用いて式(2)左辺を

算定し，その値が1 になる降伏変形δy を求める。 

 

図１３ Sa-Sd 曲線の解析結果と折れ線近似 

 

６．４ ５層試験体を対象にした各手法に基づく応答

結果の比較 

続いて，表２に示す各手法の実構造設計における違いを

比較することを目的に，各手法に基づく限界耐力計算によ

り５層試験体の地震応答を算定する。なお，本検討におい

ては，部材の降伏変形が適切に求まることを前提にしてい

る。検討において，設計時と比べると，材料剛性・強度に試

験値を用い，梁耐力に全スラブ筋を考慮10)したフレーム解

析を行った。各部材端の降伏は引張側の１段目主筋降伏

時と定義した。手法(3)，(4)においては，推定した地震応

図１４ 手法間による履歴減衰定数の違い 

表2 履歴減衰・降伏変形評価手法の比較 
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答点を最大応答点として文6） と同様に折れ線化近似を行

った（図１３）。限界耐力計算においては，式(1)で𝛾=0.25と

し，それに内部減衰5%を加えた減衰を考慮した。 

手法(2)～(4)より求めた降伏変形は，それぞれ62 mm，

37 mm，51 mm であり，手法(3)の結果が比較的小さい。 

図１４ に，各手法で得られた履歴減衰定数を比較する。手

法(1)，(4)は概ね同様の結果となり，手法(2)が数%低く，手

法(3)が数%大きい値となった。 

振動実験では，手法(1)の結果は三折れ線近似より二折

れ線近似の結果に近く（文6）こことは異なる傾向が得られ

たが，その一因としては，実験では解析と異なり降伏点以

降にも顕著な耐力上昇が生じたことが考えられる。 

図１５に各手法の算定結果を示す。履歴減衰定数の算

定結果に応じ，手法(1)，(2)，(4)では近い結果となり，手法

(2)の結果がそれよりもやや小さい結果となった。減衰定

数の違いは数%程度と小さいものの，地震応答点が加速

度一定領域にあり，さらに性能曲線の勾配も0 に近いた

め，小さな減衰定数の差が比較的大きな応答結果の違い

を生んでいる。 

同図では，文9) に記す告示波（ElCentroNS 位相）の

連続波を用い，架構に初期剛性に対する5%の瞬間剛性

比例型減衰を考慮した時刻歴応答解析結果も示す。3 波

目の入力以降，架構の最大応答は97 mm で一定となっ

た。その結果とは，手法(1)，(2)，(4)と概ね近く，手法(3)の

68 mm よりやや大きい結果となった。今後，さらなる実験

的・解析的検証を行う必要がある。 

 

図１５ 各手法に基づく限界耐力計算結果と時刻歴応答解

析結果の違い 

 

７． まとめ 

架構の降伏変形を検討するための振動台実験の概要、

実験結果を示すとともに、架構の降伏変形評価手法を提

案した。また、提案した架構の降伏変形評価手法につい

て設計への適用性について述べ，実設計手順を想定して

限界耐力計算を行い既往手法と比較することで，設計へ

の適用可能性を示した。 

 試験体は大地震後に大規模の補修を必要とする損傷が

生じないように、限界耐力計算にいより各層の最大層間変

形角1/133以下とした。 

いずれの加振でも2層で最大応答層間変形角が生じ，

X軸方向を正方向とすると，R1加振では-1/384 rad.，

R2加振では-1/99 rad.，R3加振では+1/60 rad.，R4加

振では+1/51 rad.であった。 

入力レベルの増加に伴い固有周期は増大し，R4 加振

後には加振前の周期(Init.)の2 倍（剛性で1/4）程度

になった。 

 静的増分解析結果は，剛性が急減するR2 加振までは

実験結果の包絡線を概ね再現したが，その後の加振で見

られた耐力上昇は再現できなかった。この違いは，加力に

伴い外力分布形が変化することや，静的増分解析で考慮

されない梁の主筋降伏に伴う伸びにより，梁の軸力が増

大したことが要因として考えられる。 

 提案した架構の降伏変位、減衰推定手法は，既往の精

算法と簡便法の中間的な手法であり，前者と比べると減衰

および応答の算定が簡便であり，なおかつ降伏点を定め

るため一般に損傷と関連づけて議論される塑性率を算定

できる。後者と比べると履歴減衰性状を反映したより工学

的根拠に基づく手法であり，さらに最大応答点に依存せ

ず一意に降伏変形を定めることができる。 
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